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１．指定管理者の募集について
　　加須市（以下「市」といいます。)は、市が設置した余熱利用施設の設置の目的を効
　果的に達成するため、加須市健康ふれあいセンター（以下「健康ふれあいセンター」と
　いいます。)の指定管理者を募集します。
２．施設の概要
（１）施設の目的・役割　
　　健康ふれあいセンターは、市民の健康の保持及び増進、体力の向上並びに住民相互の
　ふれあいと交流を図ることを目的としています。
（２）施設の名称及び所在地

　　名　称　加須市健康ふれあいセンター　いなほの湯

　　所在地　埼玉県加須市馬内１８００番地1
（３）施設の規模・内容・開設年月日
　　施設規模　　構    造　　鉄筋コンクリート造（一部鉄骨及び木造平屋建）
　　　　　　　　敷地面積　　１２，５６５．４４㎡
　　　　　　　　延床面積　　　１，５４９．２３㎡
　　　　　　　　（付属施設　　　６０．９６㎡を含む）
　内　容　　　①入浴施設　　　　・スパゾーン

　　　　　　　　　　　　　　　　　・和風浴室（男湯）＆露天風呂　

　　　　　　　　　　　　　　　　　・洋風浴室（女湯）＆露天風呂
　　　　　　　　　　　　　　　　　・サウナ　

＊温水の熱源の一部は、隣接する加須クリーンセンターごみ焼却施設の

余熱を利用
	
	令和5年度
	令和6年度
	令和7年度

	炉熱移送日数
	349
	332
	287


※令和９年６月に１４日程度、令和１０年１月、２月、３月の全期間、令和１０年９月に１４日程度、炉熱移送停止見込み（ごみ焼却施設基幹的設備改良工事中であるため）　
　　　　　　　　②健康関連　　　　・リラックスルーム

　　　　　　　　　　　　　　　　　・健康スペース

　　　　　　　　③コミュニティー　・厨房

　　　　　　　　　　　　　　　　　・大広間（９９畳）

　　　　　　　　　　　　　　　　　・和　室（個室）　４室

　　　　　　　　④その他　　　　　・事務室、控室

　　　　　　　　　　　　　　　　　・駐車場（７８台）、駐輪場（３６台）

　　　　　　　　　　　　　　　　　・健康広場

　　開設年月日　　平成１３年４月１８日

（４）休業日
　　① 毎週火曜日（５月及び８月を除く）。ただし、この日が国民の祝日に関する法律
　　　（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休日」という。)に該当する
　　　ときは、その日後の最も近い休日でない日
②１２月３０日、３１日、１月１日
※ ただし、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ市長の承認

　を得て、これを変更することができます。

　　
（５）利用時間

　　平日・土曜、日曜及び休日：午前９時３０分から午後１０時まで

· ただし、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ市長の承認
　　　を得て、これを変更することができます。

（６）施設の利用状況

　　過去３年間（令和５年度～令和７年度）の利用者数と収入実績を表にします。
　　健康ふれあいセンター　過去３年間の利用者数（令和５年度～令和７年度）
	年　度
	営業日数
（日）
	          　　　　入 館 者 計 （人）

	
	
	大　人
	子　供
	幼　児
	合　　計

	令和５年度
	311
	73,953
	3,753
	2,806
	80,512

	令和６年度
	311
	83,778
	3,733
	3,196
	90,707

	令和７年度
	308
	86,426
	3,520
	2,905
	92,851


　　　　

　　健康ふれあいセンター　過去３年間（令和５年度～令和７年度）の収入実績                       
	年　度
	入館料等利用料金
（円)
	厨 房  売 上 金

（円）
	計（円）

	令和５年度
	36,225,840
	17,932,150
	54,157,990

	令和６年度
	41,067,744
	19,139,100
	60,206,844

	令和７年度
	42,091,961
	16,583,640
	58,675,601


３．管理にあたっての条件

　　
（１）指定管理者が行う業務の範囲

　　業務の範囲は、次のとおりとします。

　　詳細は、「加須市健康ふれあいセンター指定管理者業務仕様書」を参照してください。

1 センターの入浴施設、和室、健康広場及び付属施設（以下「入浴施設等」という。)

　　　の利用に関すること。
2 保健及びレクリエーション活動の推進及び指導に関すること。
3 その他設置の目的を達成するために必要な業務に関すること。

（２）自主事業
　　上記（１）のほか、施設の設置目的達成に支障の無い範囲で、指定管理者の企画によ

　る自主事業を行うことが出来ます。
（３）管理の基準等
　　① 地方自治法や加須市健康ふれあいセンター条例、加須市情報公開条例など、関係す
る法令、条例及び規則を遵守し、適正に施設の管理を行うこと。

　　② 指定管理者が施設の利用者に対して行う許可その他の処分には、加須市行政手続

　　　条例が適用されるので留意すること。
③ 利用者が快適に施設等を利用できるよう、適切な維持管理を行うこと。
4 指定管理業務を通じて取得した個人に関する情報を適切に取り扱うこと。

5 善良なる管理者の注意をもって、施設を常に良好な状態に管理すること。
6 施設利用者の被災に対し、現地で対応する責任を有し、施設又は施設利用者に災
害があった場合には、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに市に報告すること。

7 災害や事故等に対する利用者の安全確保への十分な配慮を行うこと。

（４）職員の雇用、配置、研修

　　① 統括責任者及び副統括責任者を選任し、責任体制を明確にすること。
　　② 利用申込、利用許可及び利用料金の徴収などの業務が確実に行える体制とする
こと。
　　③ 職員には施設の管理運営に必要な知識・技能を習得させるとともに、資質の向上

　　　を図るための研修を実施すること。

④ 防火管理者を選任すること。

⑤ 配置する職員の勤務形態は、労働法令の遵守や雇用・労働条件への適切な配慮を
行うこと。
⑥ 当該施設の安定的・効果的な管理運営を行う観点から、地元の人材の雇用につい
て考慮すること。雇用の考え方については、事業計画書で提案すること。

（５）管理に要する経費
　　① 利用料金の設定
　　　 指定管理者は、条例に定める額の範囲内で、利用料金を設定していただきます。

　　　 なお、設定にあたっては、市長の事前承認が必要です。

　　　 施設の利用に係る料金は、利用料金制を導入するため、指定管理者は市が支払う
　　　指定管理業務に要する経費のほか、利用者が支払う利用料金や自ら企画・実施する

　　　各事業の収入を指定管理者の収入とします。
　　② 指定管理業務に係る委託料

　 市は、指定管理業務に必要な経費を予算の範囲内において、会計年度（４月１日
　から翌年３月３１日まで）ごとに指定管理者に委託料として支払います。

（６）指定期間
令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までの３年間
· 指定期間は、市議会における議決を経て確定します。

（７）指定管理者と市の役割分担
　　　指定管理者と市の役割分担は、原則として次のとおりとします。
	項　目
	内　容
	負 担 者

	
	
	指  定

管理者
	市

	物価変動
	物価の変動に伴う経費の増加
	○
	

	金利変動
	金利変動に伴う経費の増加
	○
	

	法令の変更
	施設の管理運営に影響を及ぼす法令変更
	
	○

	
	上記以外　　　　　　　　　　　　　　　　　
	○
	

	税制度の変更
	一般的な変更
	
	○

	
	上記以外
	○
	

	不可効力による事業の履行不能
	不可効力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、
火災、争乱、暴動その他の市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことのできない自然的又は人為的な現象）による事業履行不能
	
	○

	施設、設備及び
備品の修繕
	見積額が１０万円以上の修繕
	
	○

	
	見積額が１０万円未満の修繕
	○
	

	第三者への賠償
	管理者としての注意義務を怠ったことにより損害を与えた場合（個人情報含む。）
	○
	

	
	上記以外の理由により損害を与えた場合
	
	○

	事業終了時の

費用
	指定期間の終了又は、指定期間の中途において業務を廃止した場合の事業者の撤収費用
	○
	

	施設の保守点検
	設備、備品等
	○
	

	施設の維持管理
	植栽、清掃等
	○
	

	保険の加入
	火災共済保険
	
	○

	管理責任
	包括的なもの
	
	○


（８）指定管理業務の継続が困難になった場合における措置に関する事項
　　① 指定管理者は、指定管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた
　　　場合には、速やかに市に報告しなければなりません。

② 指定管理者の責めに帰すべき事由により指定管理者による適正な施設管理が困難
  となった場合又はそのおそれがあると認められる場合には、市は、指定管理者に対

　して改善勧告を行い、期間を定めて、改善策の提出及び実施を求めることができま

　す。この場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかったと

　きは、市は、指定管理者の指定を取り消すことができます。

③ 指定管理者が市の指示に従わないときや指定管理者の財務状況が著しく悪化する

　など指定管理業務の継続が困難と認められた場合には、市は、指定管理者の指定を

　取り消すことができます。

④ ②又は③により指定管理者の指定を取り消され、市に指定管理者の債務不履行に

　よる損害が生じた場合には、指定を取り消された指定管理者は、市に生じた損害に

　ついて賠償の責めを負うことになります。
⑤ 指定管理者の責めに帰することができない事由により指定管理業務の継続が困難

　となった場合には、市と指定管理者は、指定管理業務の可否について協議すること

　になります。

（９）再委託等の禁止
　　指定管理業務の実施に当たり、業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は、請け負
　 わせることはできません。ただし、あらかじめ市の承諾を受けた場合には、業務の一部
　 を第三者に委託し、又は請け負わせることができます。
（１０）モニタリング等
　　① 指定管理者には、管理運営業務に関する利用者の意見や要望を把握し管理運営業
　　　務に反映させるため、利用者を対象としてアンケート等による意見聴取を行い、
　　  その結果（自己評価を含む）を集計して市に報告書を提出していただきます。
　　　 なお、実施するモニタリング内容は事前に提出するものとします。

　　② 市は、指定管理者から提出される報告書により、適切に管理運営業務がなされて
　　　いるか及び設定された目標が達成されているかなどについて確認を行い、その結果、
　　　指定管理者に必要な指示を行います。
　　　 さらに、指定期間中、必要に応じて管理運営業務の実績の確認及び評価をする

　　　ためのモニタリングを別途行うことができるものとし、指定管理者はこれに協力

　　　するものとします。

（１１）その他
　　 ① 指定管理業務を通じて作成又は取得した文書等の適正な管理・保存に努めること。
　　 ② 指定管理業務を通じて作成又は取得した文書等の情報公開に努めること。

③ 指定管理業務の実施に当たり、市内中小企業者の受注機会の増大と市内中小企

業者に配慮した物品等の調達に努めること。

④ 指定管理業務の実施に当たり、省エネルギーの徹底と環境負荷の低減に配慮した
　 物品等の調達に努めること。

⑤ 指定管理者と協議の上、市が設定する施設の管理目標の達成に努めること。
４．応募の手続き
　（１）募集要項等の配布
　　　① 配布日時
　　　　令和８年９月２４日（木）～１０月９日（金）
　　　　（ただし、日・祝日を除きます。午前８時３０分から午後５時まで）
　　　② 配布場所
　　　　加須市加須クリーンセンター
　　　　埼玉県加須市馬内１７９０番地

　　　　電 話　０４８０－６１－３６７１
　　　　この他、加須市公式サイトからもダウンロード可能です。
　　　　https://www.city.kazo.lg.jp/soshiki/shigen/oshirase/45260.html
（２）募集要項に関する質問の受付
　 　募集要項の内容等に関する質問を以下のとおり受け付けます。
　　　受付時間：令和８年９月２４日（木）～１０月９日（金）
　　　　　　　　　午前８時３０分から午後５時まで
　　　質問方法：様式６募集要項の内容等に関する質問書に記入の上、ファクスで送るか、
　　　　　　　 電子メールに質問書を添付して提出してください。
　　　　　　　　Ｅメール：recycle@city.kazo.lg.jp

　　 　　　　　 ＦＡＸ　：０４８０－６２－１１６９

　    回答方法：質問の回答は、令和８年１０月１４日（木）に、質問書を提出された団
体すべての団体に電子メールで行います。
（３）応募書類の提出
　　応募に当たっては、以下の書類を市に提出していただきます。グループで応募する場
合には、適切な名称を付け、その名称で応募してください。
ただし、申請書の記名押印については、参加者全員が行ってください。
また、次の「①提出書類」中の（ｱ）から（ｽ）については、参加者それぞれについて
提出してください。
　 ① 提出書類
　 （ｱ）様式第９号　健康ふれあいセンター指定管理者指定申請書
   （ｲ）様式１　指定管理者の申請に係る誓約書
   （ｳ）法人等の定款、規約若しくは寄付行為及び登記事項証明書（申請日前３ヶ月以内
　　 　に取得したもの）又はこれに準ずる書類
   （ｴ）法人等の決算関係書類（過去３ヶ年分の事業報告書、財産目録、貸借対照表、資
       金収支計算書又は、これに準ずる書類）
   （ｵ）法人等の予算関係書類（直近１年分の事業計画書、資金収支計算書又は、これに

       準ずる書類）
   （ｶ）法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（法人等の組織図や、業務執

　　 　行体制等がわかるもの及び就業規則、経理規定、給与規定、その他法人等の諸規程
　　 　類）
   （ｷ）設立趣旨、事業内容のパンフレット等法人等の概要がわかるもの
   （ｸ）法人税、法人都道府県民税、法人市民税、法人事業税、消費税及び地方消費税の

　　　 納税に関する証明書（発行日から３ヶ月以内のもの）
   （ｹ）役員の名簿及び履歴を記録した書類
   （ｺ）類似施設における業務実績を記載した書類　様式任意（過去５年間を対象として

　　　 記載）
   （ｻ）様式２　事業計画書(令和９～令和１１各年度)
　  (ｼ) 様式３　健康ふれあいセンター自主事業計画書(令和９～令和１１各年度)
　  (ｽ) 様式４　健康ふれあいセンターの管理に係る収支見積書(令和９～令和１１各年度)
　② 書類作成の留意事項
　当該施設における目的達成のために、運営上の総合的な基本方針、運営業務及び管理
業務、自主事業の実施にあたり具体的な手段・事業内容など、どのような事業展開を行
うのかを記載してください。

　 また、自主事業等を計画する場合は、年間スケジュール表を使うなど適宜、任意様
式による表現をもって、わかりやすく団体の特徴が出るように努めてください。

③ 提出期間
　　〔持参の場合〕
　　　令和８年９月２４日（金）から１０月１６日（金）
　　　（ただし、日・祝日を除きます。午前８時３０分から午後５時まで）
　　〔郵送の場合〕　
　　　原則として書留とし、令和８年９月２４日（金）から１０月１６日（金）（必着）
　 ④ 提出部数 １０部 【正本１部　副本９部】（副本は、複写可）　
　⑤ 提出先

　　　　　加須市加須クリーンセンター

　　　　　〒３４７－００４３　　埼玉県加須市馬内１７９０番地

　　　　　電　話　０４８０－６１－３６７１

　　　　　ＦＡＸ　０４８０－６２－１１６９

　⑥ その他

　  （1）市が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。

    （2）申請書類の提出後は、原則としてその内容を変更することはできません。
　 　(3) 消費税の変更については、法に基づく変更を前提に見積してください。
５．応募にあたっての留意事項
（１）加須市の各種計画
　市が公表している「第２次加須市一般廃棄物処理基本計画」、「加須市公共施設等個別施設計画【試案】」、及び「病院を核とした加須駅周辺の新たなまちづくり構想」の内容を熟知されること。
（２）応募者の資格

　指定の申請を行うことができるのは、法人又は法人のグループ（以下「法人等という。」）で、次に掲げる条件のすべてを満たすものとします。

① 法人等又はその代表者が、次の事項（欠格事項）に該当しないこと。

(1) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者。

(2) 会社更生法に基づく更正手続開始の申し立て、又は民事再生法に基づく再生手続き開始の申し立てがなされている者。

(3) 加須市の一般競争入札及び指名競争入札への参加の停止の措置を受けている者。
(4) 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、他の地方公共団体から指定管理者の指定を取り消された者。

(5) 法人税、法人都道府県民税、法人市民税、法人事業税、消費税又は地方消費税を滞納している者。

(6) 暴力団（暴力団体による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団という。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にある者。

(7) 暴力団員等の親族（事実上の婚姻関係にある者を含む。）又は暴力団若しくは暴力団と密接な関係を有する者が、役員等であることのほか、多額の出資又は融資を行い、事業活動に相当程度の影響力を有している者

(8) 暴力団等が事業活動への相当程度の影響力を背景にして、名目の如何を問わず、多額の金品その他財産上の利益供与を受けている者。

　　　　※　上記(ｱ)～(ｸ)に該当しない旨の誓約書を提出してください。

② 法人又はグループの代表法人は、埼玉県近隣に契約権限を持つ本支店等を有すること。

③ 法人又はグループの代表法人は、平成２０年度以降に、今回募集する施設の類似施
設（例：施設の総合管理、入浴施設、食堂施設等）において、受付・案内等の日常管理業務、施設の維持管理及び点検業務、施設設備の保守点検業務、施設の運営管理業務、施設の安全管理業務、事業計画書・報告書等の管理運営を５年以上継続して行った実績を有すること。

④ 法人等の規模、体制等が次の資格を備えていること。

(1) 業務に必要不可欠な資格を備えていること。

(2) 情報公開、個人情報の保護について、市の施策に準じた措置を講じることができること。
(3) 市情報セキュリティに合意し、遵守できる体制であること。
(4) 労働基準監督署から是正勧告を受けていないこと（仮に受けている場合には、必要な措置の実施について労働基準監督署に報告済みであること。）。

　　　　※　提出された書類から所要の資格確認を行います。
⑤ グループ申請の場合は、次の条件をすべて満たすこと。
(1) 複数の法人がグループを構成して応募する場合は、グループの名称及び代表となる法人を定め、「グループの協定書又はこれに準ずる書類」（任意様式）を提出すること。
※　構成員は連帯して責任を負うこととなります。

(2) グループを構成するすべての法人は、前記（１）の条件を満たすこと。
（３）著作権の帰属等

　　事業計画書等の著作権は、応募者に帰属します。ただし、市は、指定管理者の決定の

　公表等必要な場合には、事業計画書等の内容を無償で利用できるものとします。

　　なお、提出された書類は理由の如何に関わらず返却しません。

（４）費用の負担

　　応募に要する経費は、応募者の負担とします。

（５）情報公開条例に基づいた公開請求

　　提出された応募書類は、加須市情報公開条例に基づく公開請求の対象になります。

　（原則として、個人に関する情報や申請者の正当な利益を害するおそれのある情報を

除きます。）

（６）複数事業計画等の提出禁止

　　応募は、１応募者につき１提案に限ります。

（７）職員等への接触の禁止

　　選定委員会委員等、本件業務に従事する本市職員等に対し、本件応募についての接触

　を禁止します。接触の事実が認められた場合、失格になることがあります。

（8） 複数の法人でグループを構成して応募する場合

1 当該グループを代表する法人を定め、市とのやりとりは、代表する法人が行ってください。

2 応募は、１グループにつき１提案に限ります。また、当該グループの構成員は他のグループの構成員となり、又は単独で応募を行うことはできません。グループの構成員のいずれかが、上記の「（１）応募者の資格等－①」のいずれかに抵触する場合も、応募することはできません。

（９）申請の辞退

　　申請書類を提出した後に辞退する場合には、書面により申し出てください。
６．指定管理者の指定等
（１）指定管理者の指定方法
　　指定管理者の指定は、市議会の議決を経て市長が行います。
　　なお、指定を行ったときは、指定された法人等に対して文書で通知します。

（２）指定管理者候補者の選定

　　指定管理者候補者の選定に当たっては、提出された申請書により、選定委員会による
　審査を行い、「選定に当たっての審査基準」に最も適合する申請者を指定管理者候補者と
　します。
　　なお、選定委員会の会議は非公開とします。

　　〈選定に当たっての審査基準〉
① 利便性・市民サービスの向上が図られるものであること。
② 施設の管理運営コストの縮減が図られるものであること。
③ 市民の平等利用が確保されること。
④ 施設の効用を最大限に発揮するものであること。
⑤ 施設の管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及び能力を有してい
る、又は確保できる見込みがあること。

⑥ 災害や事故等に対する市民の安全確保に十分な配慮がなされていること。

⑦ 労働法令の遵守や雇用・労働条件への適切な配慮がなされていること。

8 管理を通じて取得した個人情報についての保護管理体制が整備されていること。

（３）その他
① 応募者から資料の提出又は説明を求めることがあります。

② 応募書類に虚偽の記載があった場合には、失格とします。

③ 審査結果は、すべての応募者に文書で通知します。

④ 正式に指定管理者として指定されるまでの間に、指定管理者候補者に事故がある
　場合は、選定されなかった応募者のうちから新たに指定管理者候補者を選定する場

　合があります。
⑤ 指定管理者候補者は、市議会の議決を経て正式な指定管理者となります。
７．指定管理者指定後の手続き
（１）協定の締結
　　業務内容に関する細目的事項、指定管理に係る委託料に関する事項、管理の基準に関
　する細目的事項等について、指定管理者と市との間で協議の上、協定を締結するものと
　します。

（２）引継ぎ、準備行為の実施
　　指定管理者は、市と協議し、指定期間の開始から円滑に指定管理業務が実施できるよ

う、市から事務を引継ぎ、必要な準備行為を行うものとします。なお、引継ぎ及び準備
　行為に要する経費は、それぞれの負担とします。
（３）指定管理料
指定期間中に支払う指定管理料の総額は、事業計画の中で提案された収支見積額を上限とします。また、各年度の指定管理料は、各会計年度の市の予算の範囲内において協議により定める額とします。
なお、市からの要請その他の指定管理者の責に帰することができない事由により施設を休館し収支計画に多大な影響を与える場合、その収支計画の影響額を勘案した指定管理料の増額について、または、指定管理者の責に帰すべき事由により施設を休館する場合、その休館の期間に応じた指定管理料の減額について、市と指定管理者とが協議することとします。
（４）その他

　　指定管理者が協定の締結までに次に揚げる事項に該当するときは、その指定を取り消
　し、協定を締結しないことがあります。
① 指定管理者の経営状況の急激な悪化等により、指定管理業務の履行が確実でない

　と認められるとき。

② 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認めら
　れるとき。

８．指定管理者の公募に関するスケジュール
　指定管理者の公募及び選定スケジュールは、以下を予定しています。
	月　　　日
	内　　　容

	９月２４日（木）～１０月９日（金）
	募集要項の配布及び質問書受付・

	１０月１４日（木）
	質問書への回答

	～１０月１６日（金）
	応募書類の受付

	１０月中旬
	応募内容の審査

	１０月下旬
	指定管理者候補者の選定

	１２月中旬
	指定管理者の指定の議決（市議会）

指定管理者の指定

	１月～３月
	基本協定書の締結


９．問合せ
　　加須市加須クリーンセンター
　　住　所　埼玉県加須市馬内１７９０番地
　　電　話　０４８０－６１－３６７１
　　ＦＡＸ　０４８０－６２－１１６９

　　電子メール　recycle@city.kazo.lg.jp

様式第9号（第15条関係）
健康ふれあいセンター指定管理者
指定申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

加須市長　高橋 稔裕　様

　　





　　申 請 者　
住所又は所在地




　　団 体 名





　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　㊞




　　電話番号

　加須市健康ふれあいセンター条例第１９条に規定する指定管理者の指定を受けたいので、
同条例第１８条の規定により関係書類を添えて申請します。

関係書類

(1)  指定管理者の指定を受けようとする団体（以下「団体」という。）の定款、規約又
はこれらに類する書類及び業務に必要不可欠な資格を証するもの
(2) 団体が法人場合にあっては、当該法人の登記事項証明書

(3) 団体の設立趣旨、事業内容のパンフレット等団体の概要が分かるもの
(4) 指定申請書を提出する日の属する事業年度の前事業年度又は、前々年度におけ
る団体の収支計算書及び事業報告書
(5) 指定申請書を提出する日の属する事業年度における団体の収支予算書及び事業
計画書

(6) 指定申請書を提出する日の属する事業年度の前事業年度又は前々事業年度に
　 おける団体の財産目録及び貸借対照表

(7) 市町村民税が課税されている団体にあっては、市町村民税の納税証明書
(8) その他市長が指定管理者の指定をするために必要と認める書類

様式１

指定管理者の申請に係る誓約書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

加須市長　高橋 稔裕　様
申 請 者　
住所又は所在地




　　団 体 名





　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　㊞





　　電話番号

　加須市健康ふれあいセンターの指定管理者の申請に当たり、下記の欠格条項のすべてに該当しないことを誓約します。
記
１．欠格条項　
① 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者
② 会社更生法に基づく更正手続開始の申し立て、又は民事再生法に基づく再生手続き開
始の申し立てがなされている者
③ 加須市の一般競争入札及び指名競争入札への参加の停止等の措置を受けている者
④ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、他の地方公共団体から指定管理者
の指定を取り消された者
⑤ 法人税、法人都道府県民税、法人市民税、法人事業税、消費税又は地方消費税を滞納
している者（任意の団体にあっては、その代表者が所得税、消費税又は地方消費税、
市税を滞納している団体）等
⑥ 暴力団（暴力団体による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴
力団という。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の
構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にある者
⑦ 暴力団員等の親族（事実上の婚姻関係にある者を含む。）又は暴力団若しくは暴力団と
密接な関係を有する者が、役員等であることのほか、多額の出資又は融資を行い、事業
活動に相当程度の影響力を有している者
8 暴力団等が事業活動への相当程度の影響力を背景にして、名目の如何を問わず、多額
の金品その他財産上の利益供与を受けている者
様式２　

事　業　計　画　書 (令和９年～令和１１年各年度)
	団　体　の　概　要

	商標又は名称
	

	住所又は所在地
	

	事業内容
	

	代表者職氏名
	
	設立年月日
	　年　月　日

	
	
	電話番号
	

	団体の職員数
	　　　　　　　　　名
	ＦＡＸ番号
	

	
	
	メールアドレス
	

	ＩＳＯ取得の有無
	有（ＩＳＯ　　　　）・無

	現在管理している施設名
及び面積
	所在地

	管理開始年月日


	
	
	年　月　日

	
	
	年　月　日

	
	
	年　月　日

	
	
	年　月　日

	
	
	年　月　日

	
	
	年　月　日

	
	
	年　月　日

	
	
	年　月　日

	
	
	年　月　日


【　事　業　計　画　】
１　申請団体の理念等

（1） 運営上の基本方針

1 運営の基本コンセプト

　ア　総合的な基本方針と達成目標

　　　　イ　運営業務及び管理業務を行っていくうえでの基本方針

　　　②健康ふれあいセンターの経営方針

　　　　ア　収入の確保を図っていく上での基本方針

　　　　イ　コストの縮減を図っていく上での基本方針

　（２）運営業務及び管理業務、自主事業の実施方針

　　　①　運営業務及び管理業務の実施方針

　　　　ア　管理実績に基づく実施方針

　　　　イ　利用を促進させるための実施方針
　　　　ウ　施設機能を生かした利用者サービスの実施方針
　　　②　自主事業の実施方針
　　　　ア　達成目標の設定と実施方針
　　　　イ　自主事業の生かし方について
２　健康ふれあいセンターの管理・運営体制について
　（１）人員体制及び配置
　　　① 配置職員数及び組織図
　　　　 施設を管理運営する配置職員数組織図を示してください。また、この組織が

運営を行った上で優れている点を示してください。
　　　　 当該施設における管理運営を行う人員の体制を記載してください。
　　　　 全職員を対象とし、同じ職種・職名については、「事務職員Ａ」や「事務職員

Ｂ」等の表現により区別してください。（本表は、任意様式でも可）

　　　　 労働法令の遵守や雇用・労働条件への適切な配慮について記載してください。

2 業務使用者のシフト表（週刊ベース）を作成してください。

本表の記載は全職員を対象とし、同じ職種・職名については、「事務職員Ａ」
や「事務職員Ｂ」等の表現により区別するとともに、勤務時間帯については、
「早出（８時間勤務）」、「中間出（８時間勤務）」等の表現により記載してくだ
さい。（本表は、任意様式でも可）
3 職員の研修計画について（業務開始準備を含む）
　　　　　・消火訓練
　　　　　・ＡＥＤ操作実習講習会

4 市との連携

5 施設運営の方針

　　　　ア 管理実績について

　　　　イ 利用者の要望及び把握について

　　　　ウ 施設・設備の維持管理について（清掃・警備・ごみ処理などの保守管理）
　　　　エ 地元に還元できるサービスの提供について
　　　　オ 諸施設の活用方法と提供できるサービスの提案について
　　　　カ 周辺類似施設に対抗できるアイディア等について
（２）収支見積りについて

（３）個人情報の保護の対応について

（４）利用者の公平性の確保について

（５）緊急対策について

　　①　防犯・火災等の事故及び地震等の災害対応について

　　②　その他緊急時の対応について

（６）自主事業に関する提案

　　①　自主事業の概要と取組み方

　　　ア 事業内容や取組み方のアイディアを具体的に示してください

　　　イ 指定期間（令和９年度～令和１１年度）に実施する事業の特色や意義について
　　　　

· その他、特記すべき事項があれば記入してください。

様式３
健康ふれあいセンター自主事業計画書（令和９年度～令和１１年度 各年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 団体名　　　　　　　　　　　　　

【事業名】

【目的・内容等】

【実施時期・回数】

【募集対象】

【募集人数】

【一人当たりの参加費】

【収入】

【支出】

（注）事業が複数ある場合は、事業ごとに記入してください。

様式４
健康ふれあいセンターの管理に係る収支見積書（令和９年度～令和１１年度 各年度）
【収入】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項　目
	内容等
	金　額
	
	備　考

	施設使用料
	
	
	
	

	飲食売上
	
	
	
	

	売店売上
	
	
	
	

	その他売上
	自動販売機、健康室等
	
	
	

	自主事業
	
	
	
	

	［収入］見積額の合計
	
	
	
	


【支出】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　　　
	項　目
	内容等
	金　額
	
	備　考

	人件費
	館   長
	　　名
	
	
	

	
	事務職員(正職員)
事務職員(臨時職員)
	名

名
	
	
	

	
	技術職員(正職員)
技術職員(臨時職員)
	名

名
	
	
	

	
	受付フロント職員(正職員)
受付フロント職員(臨時職員)
	名

名
	
	
	

	
	サービス業務職員(正職員)
サービス業務職員(臨時職員)
	名

名
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	

	管理費

（「保守点検等」を除く）
	材料費
	
	
	
	

	
	商品仕入費
	
	
	
	

	
	修繕費
	
	
	
	

	
	燃料費
	
	
	
	

	
	光熱水費
	
	
	
	

	
	自主事業
	
	
	
	

	
	福利厚生費
	制服代他
	
	
	

	
	交通費
	車両経費含む
	
	
	

	
	広告費
	
	
	
	

	
	租税公課
	
	
	
	

	
	保険料
	
	
	
	

	
	リース料
	
	
	
	

	
	通信費
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	

	
	　　　合　計
	
	
	

	
	項　目
	内容等
	金　額
	
	備　考

	管理費

（保守・点検等業務）
	施設維持費
	
	
	
	

	
	電算保守
	
	
	
	

	
	コピー機等保守
	
	
	
	

	
	入退場システム保守
	
	
	
	

	
	健康広場整地
	
	
	
	

	
	庭園管理
	
	
	
	

	
	施設警備
	
	
	
	

	
	廃材処分費
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	

	一般管理費
	
	
	
	

	使用料
	
	
	
	

	［支出］見積額の合計
	
	
	


	［収支見積額］
	
	
	


（記入上の注意事項）
※　別添「健康ふれあいセンター指定管理者業務仕様書」に基づき、記入してください。
※　「人件費」の「内容等」の欄には、別添「健康ふれあいセンター指定管理者業務仕

　様書」の３（１）に基づき、人数を記入してください。
※　消費税の係る費用については、消費税込みの金額を記入してください。
様式５　

募集要項の内容等に関する質問書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	団体名
	

	担当部署
	

	担当者名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	E-mail
	

	質問項目（資料・ページ）
	質　問　内　容
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